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⚫ 中小企業は業種ごとに資本金、従業員数により定義。

⚫ うち、小規模事業者は従業員数のみの指標により定義。

業種
中小企業者 うち小規模事業者

資本金  または  従業員 従業員

製造業その他 3億円以下 300人以下 20人以下

卸売業 1億円以下 100人以下 5人以下

サービス業 5,000万円以下 100人以下 5人以下（※）

小売業 5,000万円以下 50人以下 5人以下

中小企業基本法上の中小企業の定義
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※小規模事業者支援法においては、宿泊業・娯楽業20人以下

小規模事業者の概要（定義）



⚫ 我が国の小規模事業者数は285.3万、全事業者の84.5％。うち、5割が個人事業者(152万）。
⚫ 従業員数では、973万人（20.5％）、付加価値額で36.4兆円（14.5％）を占める。

（前回調査時：35.7兆円（14％）※付加価値額、割合は増加。）
⚫ 個人事業者の152万について、税務統計上は営業等所得のある個人が412万となっている。
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小規模事業者
285.3万者

中規模企業
51.2万者

大企業
1.0万社

小規模 中規模 大規模

973万人
（20.5％）

2,337万人
（49.2％）

1,438万人
（30.3％）

企業規模別従業員数 企業規模別付加価値額

小規模 中規模 大規模

36.4兆円
（14.5％）

103.8兆円
（41.5％）

110.1兆円
（44.0％）

（出典） 2024年版 中小企業白書 付属統計資料：総務省・経済産業省「平成28年、令和３年経済センサス‐活動調査」再編加工

法人

個人事業主

152.1万社
（53.3％）

133.1万社
（46.7％）

小規模事業者の経営組織

経済センサスでは、フリーランス、SOHO等の外観で把握困難な事業所を補足することが難しい。
このため、税務統計と差が生じている。
税務統計上は、営業等所得がある個人≒個人事業主数は412万（令和3年国税庁統計
「申告所得税」）

小規模事業者の概要（事業者数、従業員数、付加価値額）



小規模事業者の概要（業種割合）

⚫ 小規模事業者の業種割合は、サービス業や卸・小売業が約6割と最も多い。建設・
製造業が2割程度。
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（出典）令和3年経済センサス-活動調査- 再編加工

建設業

403,449 

14%

製造業

283,297 

10% 運輸業，郵便業

45,211 

2%

卸売業

144,201 

5%

小売業

427,267 

15%
不動産業，物品賃貸業

319,221 

8%

サービス業

1,066,743 

37%

その他の業種

166,788 

6%

（注）１．「サービス業」とは、「学術研究、専門・技術サービス業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「教育、学習支援業」、
 「医療、福祉」の合計。

 ２．「その他の業種」とは、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「金融・保険業」、「情報通信業」、「その他（鉱業、採石業、砂利採取業・複合サービス
事業・サービス（他に分類されないもの））」の合計。

図 小規模事業者の業種別事業者数（2021年）



小規模事業者の地域活動への参加状況

地域のお祭り、イベント

消防団、防犯活動

PTA活動

38.4％ 35.5％

17.9％ 13.6％20.1％

12.4％

48.5％

13.6％

11.1％ 10.8％15.7％ 62.4％
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地域の生活やコミュニティを支える小規模事業者

⚫ 人口密度が低い地方部ほど、小売業など地域生活を支える小規模事業者が多く存在。
小規模事業者は地域のお祭り・イベントなど広く地域活動に参加。

⚫ ４～５割の地域住民が小規模事業者を通じて「地域とのつながり」を感じており、地域の課題
解決に向けた中心的な役割を担う存在としても、小規模事業者への期待は大きい。

人口密度が低い地方部には、百貨店・総合スーパーはほとんど存在
しないが、青果店等の小売業は存在

小規模事業者や商工会・商工会議所は、地域の課題解決に中心的な
役割を担うことを期待されている

人口密度区分別、存在確率

小規模事業者を利用することで地域とのつながりを感じるか

小規模事業者は、地域のお祭り・イベントを始め、広く地域活動
へ参加している

（出典）2024年版「小規模企業白書」

地域の課題解決に中心的な役割を担うことが期待される者

小規模事業者を利用することで地域との繋がりを感じると地域住民
の４～５割が回答
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⚫ 2023年度の設備投資計画（全規模全産業）は、過去最高水準の伸びを記録した2022年
度に次ぐ水準の伸びで、増加する見込み。

⚫ 日本労働組合総連合会によると、2024年春闘における平均賃上げ率は、30年ぶりの高い伸び
を記録した前年を大幅に上回っており、日本で持続的に賃金が上昇する動きが強まりつつある。

（出典）日本労働組合総連合会「春季生活闘争回答集計結果について」
（出典）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（2024年7月1日公表）

小規模事業者を取り巻く環境（設備投資、賃上げ）

設備投資計画額は、今年度（緑色）も昨年度（赤色）に
次ぐ水準で伸びている

2024年春闘における中小企業の平均賃上げ率は、4.45%と、30年ぶりの
高い伸びを記録した前年の3.23%を大幅に上回っている

企業の設備投資計画額の推移（前年度比）
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（注釈）「コロナ前平均」は、2017 年度～2019 年度の平均値。全規模・全産業（製造業に限ら
ない）の設備投資計画のうち、ソフトウェア投資額・研究開発投資額を含み、土地投資額を含まない。

2024年

2023年

1993年

1992年

1991年

春季労使交渉回答集計結果（連合集計）の推移

※１：調査対象は、連合加盟企業の組合。中小企業は、組合員数300人未満の中小組合。
※２：賞与等を含まない月例賃金ベース。平均賃金方式（集計組合員数による加重平均）の集計。
※３：最終回答集計結果。



60

11.6

7.8

24.8

6.7

対策を実施・検討していない

その他対策を検討

海外拠点の停止・分散

生産や調達の国内回帰または国産品へ…

生産の国内回帰

⚫ 海外調達等を行っている企業の4社に1社が「国内回帰」又は「国産回帰」を実施又は検討。
「安定的な調達」、「円安により輸入コストが増大」の理由が多い。

⚫ 2023年における、日本人国内旅行消費額は前年度から引き続き増加、訪日外国人旅行
消費額は過去最高を記録。

⚫ 農林水産物・食品を含め、輸出額は前年から引き続き増加し、過去最高を更新。

小規模事業者を取り巻く環境（国内・国産回帰、旅行消費、輸出）

（出典）国内回帰・国産回帰に関する企業の動向調査
（2023年1月（株）帝国データバンク）

（出典）旅行・観光消費動向調査 2023年年間値（観光庁）
 2023年暦年 全国調査結果（速報）の概要（観光庁）

国内回帰・国産回帰の理由として「安定
的な調達」「円安により輸入コストが増
大」が多い

日本人国内旅行消費額はコロナ禍前の水準に戻
り、訪日外国人旅行消費額は過去最高を記録

2023年の輸出額は、前年比2.8％増で初
めて100兆円を超え、過去最高を記録

国内回帰や国産品への対応状況（複数回答）

国内回帰や国産品への変更の理由（上位5項目）

※母数は、海外調達または輸入品の利用がある企業3,507社
日本人の国内旅行消費額の推移（2023年度）

訪日外国人の旅行消費額（2023年度）

年間輸出総額の推移

（出典）2024年度版「小規模企業白書」概要
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小規模事業者を取り巻く環境（物価高、人手不足、価格転嫁）

⚫ 物価高により、中小企業は収益減少等の影響を受けている。

⚫ 需要が回復する中で、人手不足が深刻化している。

⚫ 賃上げ原資の確保に向けては、 転嫁の促進が重要。価格交渉が可能な取引環境が醸成され
つつあるが、コスト増加分を十分に転嫁できていない。

資料：中小企業庁「価格交渉促進月間フォローアップ調査」

資料：「中小企業が直面する経営課題に関するアンケート調査」
（2022年12月  （株）東京商工リサーチ） 資料：左：中小企業庁・（独）中小企業基盤 備機構「中小企業景況調査」

右：厚生労働省「職業安定業務統計」

物価の高騰により、 2020年から収益
への影響が増え続けている

需要が回復する中、人手不足が深刻化 価格交渉が可能な取引環境が醸成されつつ
あるが、コスト増加分を十分に転嫁できて
いない

従業員数過不足DIと売上額
DI（全産業）の推移

有効求職者数・有効求人数・
有効求人倍率の推移

価格交渉の実施状況

各コストの変動に対する価格転嫁率の推移

エネルギー・原材料価格の高騰による企業業
績への影響（経常利益）

（出典）2023年度版「小規模企業白書」概要 （出典）2024年度版「小規模企業白書」概要 （出典）2024年度版「小規模企業白書」概要
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小規模事業者を支える支援機関

⚫ 支援機関の活用効果は高く、支援機関は地域の事業者にとって重要な存在。
⚫ 特に、地域に根ざし、比較的規模の小さい企業を中心に支援を行っている商工会・商工会議所

は、 小規模事業者にとっては特に身近で重要な存在。
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事業者の８割以上が、支援機関を「頻繁に活用してい
る」「ある程度活用している」と回答

事業者における支援機関の活用状況（n=5,905）

37.8％ 49.4％

商工会・商工会議所では「5人以下」の企業を支援する割合
が9割以上

「商工会・商工会議所」や「金融機関」は「同一市区町
村」と回答する割合が高い

顧客・会員の属する主な地域（支援機関属性別）

最も力を入れている支援対象事業者の従業員規模（n=2,079）

支援機関を活用している事業者ほど利益は高い

2023年の営業利益の見通し

活用している
（n=5,117）

活用していない
（n=752）

51.5％

41.1％

29.1％

36.3％

（出典） 2024年版「小規模企業白書」概要

資料：EYストラテジー・アンド・コンサルティング（株）「小規模事業者の事業活動に関する調査」

資料：EYストラテジー・アンド・コンサルティング（株）「小規模事業者の事業活動に関する調査」
（注）ここでいう「活用している」とは、事業活動における支援機関の活用状況について、「頻繁に活用している」⼜は「ある程度活
用している」と回答した事業者を指す。ここでいう「活用していない」とは、事業活動における支援機関の活用状況について、「どちらと
もいえない」、「あまり 活用していない」⼜は「活用していない」と回答した事業者を指す。

資料：EYストラテジー・アンド・コンサルティング（株）「中小企業支援機関の現状と課題に関する調査」
（注）1.ここでいう「従業員規模」とは、常時雇用する従業員数を指す。
２.ここでいう上図の「その他」とは、支援機関属性について「都道府県等中小企業支援センター」、「中小企業団体中央会」、「コンサルタント」、「その他」と回答した支援機関の合計を指す。
３．ここでいう「近隣市区町村」とは、主たる事務所のある「同一市区長村」の行政区域と接している（同一都道府県内の）市区町村全部を指す。ここでの「近隣都道府県」とは、「同一都道府県」の行政区域と接している都道府県全部を指す。
４．顧客・会員の属する主な地域について「分からない」と回答した支援機関を除いている。
５．ここでいう下図の「その他」とは、支援機関属性について「都道府県等中小企業支援センター」、「中小企業団体中央会」、「コンサルタント」、「その他」と回答した支援機関の合計を指す。



支援機関が抱える課題

⚫ 支援機関の活用が広がり、 相談内容が高度化する中で、支援機関の人員不足や支援
ノウハウ・知見の不足が顕在化。

⚫ ほとんどの支援機関が、他の機関との連携が経営課題の解決につながっていると回答。
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「支援人員不足」や「支援ノウハウ・知見の不足」が
課題と感じている

支援機関の約９割が、他の支援機関との連携が経営課題の解決に繋がっていると回答

事業者に対して支援を行う際の課題（上位3項目）（n=2,079）

他機関との連携が経営課題の解決に与える効果（n=1,868）

36.6％ 50.5％

一人当たり支援件数が「増加した」と約6割が感じる

「相談内容のジャンルが広がった」と８割が感じる 支援能力向上に十分時間を確保出来ないと約5割が感じる

2019年と比較した、1ヶ月の平均的な相談員一人あたりの支援件数

64.7％ 21.8％

相談員が支援能力向上に充てる時間の確保状況

（出典） 2024年版「小規模企業白書」

資料：EYストラテジー・アンド・コンサルティング（株）「中小企業支援機関の現状と課題に関する調査」
（注）複数回答のため、合計は必ずしも100％にならない。

資料：EYストラテジー・アンド・コンサルティング（株）「中小企業支援機関の現状と課題に関する調査」
（注）1.ここでの「相談内容のジャンルが広がった」とは、2019年と比較した相談内容のジャンルの変化について、「従来よりも相談内容のジャンルが広がった」、「従来よりも相談
内容のジャンルがある程度広がった」と回答した支援機関の合計を指す。ここでの「特定の相談内容に集中している」とは、2019年と比較した相談内容のジャンルの変化について、
「ある程度特定の相談内容に集中しつつある」、「特定の相談内容に集中している」と回答した支援機関の合計を指す。
2.「2019年時点で事業を開始していない」と回答した支援機関は除いている。

資料：EYストラテジー・アンド・コンサルティング（株）「中小企業支援機関の現状と課題に関する調査」
（注）１．ここでいう「支援」とは、来訪、訪問のほか、メールや電話、オンライン会議などによる支援（相談）対応を指し、メールマガジンの配信や参考情報の送付など情報提供だけの場合は支援に含まない。なお、支援件数は延べ件数である。
２．ここでいう「その他」とは、支援機関属性について「都道府県等中小企業支援センター」、「中小企業団体中央会」、「コンサルタント」、「その他」と回答した支援機関の合計を指す。
３．ここでいう「増加した」とは、2019年と比較した、１か月の平均的な相談員一人当たり支援件数の変化について、「増加した」、「やや増加した」と回答した支援機関の合計を指す。ここでの「減少した」とは、2019年と比較した、１か月の平均的
な相談員一人当たり支援件数の変化について、「やや減少した」、「減少した」と回答した支援機関の合計を指す。
４．「2019年時点で事業を開始していない」と回答した支援機関は除いている。

資料：EYストラテジー・アンド・コンサルティング（株）「中小企業支援機関の現状と課題に関する調査」
（注）１．ここでいう「その他」とは、支援機関属性について「都道府県等中小企業支援センター」、「中小企業団体中央会」、「コンサルタント」、「その他」と回答した支援機関の合計を指す。
２．相談員が支援能力向上に充てる時間の確保状況について、「分からない」と回答した支援機関を除いている。

資料：EYストラテジー・アンド・コンサルティング（株）「中小企業支援機関の現状と課題に関する調査」

81.0％

2019年と比較した相談内容のジャンルの変化に対する認識

支援に必要な予算
の不足

28.8％

支援人員の不足

支援ノウハウ・
知見の不足 56.6％
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支援機関同士の連携の必要性と現状

⚫ 小規模事業者を主な支援対象とする商工団体は、相談員一人当たりの対応事業者が他の
支援機関と比べて多い。

⚫ 経営課題のうち、事業計画策定、資金繰り、経営改善、創業は全ての支援機関において対応で
きる割合が高い。一方で、人手不足、価格転嫁、海外展開、GX・DXは、対応できる割合が低く
なっており、支援機関が単独で対応できない経営課題もある。

最も力を入れている支援対象群の従業員規模/一人当たり対象者数
支援機関が単独で対応できる経営課題（支援機関別）

資料：㈱野村総合研究所「中小企業支援機関における支援の現状把握等に関するアンケート」 

（出典） 2020年度版「小規模企業白書」

資料：EYストラテジー・アンド・コンサルティング（株）「中小企業支援機関の現状と課題に関する調査」
（注）1.各支援機関において、それぞれの経営課題に対し「単独での支援対応が可能か」について、「十分に対応できる」、「ある程度
対応できる」と回答した割合を集計し、レーダーチャート化している。
2.数字の単位は％。

（出典） 2024年度版「小規模企業白書」

商工団体

税・法務関係
支援機関

コンサルタント

その他支援機関

金融機関

（従業員規模） （一人当たり対象者数）

5人以下

6~20人

21人以上

特になし

10者未満

10者以上50者未満

50者以上



目次

１．小規模事業者の現況
２．小規模事業者を取り巻く環境
３．小規模事業者を支援する支援機関の現況
４．小規模事業者の支援施策
５．今後の検討に向けた論点
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中小・小規模事業者の4つの類型

⚫ 中小・小規模事業者に期待される役割・機能を4つの類型に分類し、類型ごとに成長や支援の
あり方を検討整理。小規模事業者はパワーアップ型（地域資源型・地域コミュニティ型）に分類。

⚫ 小規模事業者が持続的発展を目指すためには、自ら経営計画を策定することが重要。

類型別の成長のイメージ

生産性

地域資源型

サプライチェーン型

地域コミュニティ型

グローバル型

規模

【スケールアップ型】
中堅企業に成長し、
海外での競争を目
指す中小企業

【パワーアップ型】
持続的発展を目指し、
地域を支える小規模事業者

小規模事業者が事業を継続・発展するためにも、自ら経営計画を策
定することは極めて重要

• 経営について頭で考えるだけではなく、経営計画に落とし込み、文書化をすることが重要。
• 経営計画に落とし込むプロセスにおいては、自社の競合や業界等の外部環境・自社の

強みや弱み・自社の経営課題についての分析を行うため、今後の経営方針を設定する
にあたり、重要なプロセスとなる。 

【サプライチェーン型】
サプライチェーンの中核ポジションを確保。独自技術を用いて、サプライチェーンの中で活躍し、生産性向
上を実現。

【グローバル型】
グローバル展開などにより地域の中核企業に成長。 事業規模を拡大しながら中堅企業に成長、高い
生産性を実現。

【地域資源型】
地域資源の活用等により付加価値の高いビジネスを展開。地域資源等を活用、良いモノ・サービスを高く提供
し、付加価値向上を実現。

【地域コミュニティ型】
地域の生活・コミュニティを下支え、地域の課題解決と暮らしの実需に応えるサービス提供。

商工会・商工会議所・
中央会

税・法務関係支援機関

コンサルタント

その他支援機関

金融機関

32.8％

26.5％

25.0％

32.0％

37.2％

経営計画等の運用 経営課題解決に向けた対策実施経営計画等の策定現状把握

21.8％

32.8％

19.2％

17.4％

37.5％

39.3％

24.8％

39.0％

38.5％

0% 100%

支援機関から見た最も重要だと考える課題解決のプロセスは「現状把握」と「個別の経営
課題の解決に向けた具体的な対策実施」が上位回答

資料：（株）野村総合研究所「中小企業支援機関における支援の現状把握等に関するアンケート」
（注）各回答数（n）は以下のとおり。商工会・商工会議所・中央会：n=1,614、
税・法務関係支援機関：n=1,148、コンサルタント：n=448、その他支援機関：n=100、金融機関：n=239
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（出典） 2024年度版「小規模企業白書」



ｰ基本理念ｰ
・小規模企業の「持続的発展」
・地域の「持続的発展」

小規模企業振興施策の全体像

⚫ 小規模企業の持続的発展、経営計画・事業計画の策定支援を目的に、法令、金融、
補助金などの多様な施策を展開。

販路開拓
（補助金）

財産保全
（共済）

・持続化補助金（上限50万円・補助率2/3等）

・共同・協業販路開拓支援事業（上限5,000万円・補助率2/3）

・自治体連携型補助金（上限5,000万円・補助率1/2）

小規模企業
（約285万者）

・小規模事業者経営改善資金（マル経）

・小規模企業共済制度

・小規模企業振興基本法（小規模企業振興基本計画等）

・小規模事業者支援法（事業継続力強化支援計画、経営発達支援計画等）

・商工会（1,635箇所）、商工会議所（515箇所）による伴走支援
・都道府県、市町村による地域の実情を踏まえた支援
・伴走型補助金（上限700万円・補助率定額）

・事業環境変化対応型支援事業（補助・委託）

災害復旧
（補助金）

・自治体連携型補助金（災害枠）
・持続化補助金（災害枠）
・災害マル経
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地方公共団体は、商工会・商工会議
所の職員設置費等を支援

国は、地方公共団体に対して所要の
地方交付税を措置

基本理念
（法令）

資金調達
（金融）

伴走支援
（支援機関）



1963年 1999年  2013年 2014年
中小企業基本法 制定  中小企業基本法 改正  中小企業基本法 改正    小規模企業振興基本法 制定

   2014年 2019年
 基本計画（第Ⅰ期）策定  基本計画（第Ⅱ期）策定

時代背景と小規模企業振興施策の変遷

⚫ 時代の要請に応じて基本理念を見直しつつ、小規模企業振興施策を展開。

高度成長期 転換期 現在

二重構造論･
格差是正

やる気と能力のある
中小企業の支援

地域の持続的発展
小規模企業の事業活動の

活性化

人口減少・高齢化、
競争の激化、

地域経済の低迷等

自然災害の頻発、経営者の
高齢化等、中小企業者の

事業活動の継続に影響を与える
環境変化

円高の継続、グローバル競争
の激化、人口減少社会の
到来による内需の減少等

経営資源の高度化等により、
厳しい経営環境に直面

1993年  2013年 2014年  2019年
小規模事業者支援法 制定 小規模事業者支援法 改正 小規模事業者支援法 改正   小規模事業者支援法 改正

商工会等を小規模事業者の経営
改善を総合的に支援する主体と
位置づけ

個社支援 ◆マル経融資（1973年度～） ◆持続化補助金（2013年度～）

◆小規模事業対策推進等事業（1960年度～） ◆伴走型補助金（2015年度～）
 ◆事業環境変化対応型事業（2021年度～）

 ◆グループ補助金（2011年～）  ◆自治体連携型補助金（2019年度～）
   ◆なりわい補助金（2020年～）

団体支援

自治体支援

小規模企業の
事業の持続的発展

従来の経営改善指導に加え、
「経営発達支援」も商工会等の役割へ
 経営発達支援計画の創設

地域にとって必要な小規模事業者への支援に
重点化する方向へと深化
 経営発達支援計画を市町村との共同作成へ
 事業継続力強化支援計画の創設等

19



小規模企業振興基本法・小規模企業振興基本計画

⚫ 小規模企業振興基本法は、中小企業基本法の基本理念にのっとり、小規模企業の
振興について、事業の持続的発展を基本原則とした施策の体系を構築。

⚫ 小規模企業の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、小規模企業
振興基本計画を定めることとしており、小規模企業をめぐる情勢の変化、小規模企業の
振興に関する施策の効果に関する評価を踏まえ、おおむね５年毎に見直すこととして
いる。 （閣議決定事項）

小規模企業振興基本法

４つの目標と１２の重点施策

１．需要を見据えた経営の促進
(1)ビジネスプラン等に基づく経営の促進、(2)需要開拓に向けた支援、
(3)新事業展開や高付加価値化の支援

２．新陳代謝の促進
  (4)多様な小規模事業者の支援、(5)起業・創業支援、
(6)事業承継・円滑な廃業、(7)人材の確保・育成

３．地域経済の活性化に資する事業活動の推進 
(8)地域経済に波及効果のある事業の推進
(9)地域のコミュニティを支える事業の推進

４．地域ぐるみで総力を挙げた支援体制の整備
(10)国・地方公共団体・支援機関の連携強化とエコシステムの構築
(11)手続きの簡素化・施策情報の提供
(12)事業継続リスクへの対応能力の強化
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基本原則（第３条、第４条）
中小企業基本法の基本理念である「成長発展」のみな
らず、技術やノウハウの向上、安定的な雇用の維持等
を含む「事業の持続的発展」を基本原則として位置づ
ける。
基本方針（第６条）
次に掲げる基本方針に基づき、小規模企業の振興に関
する施策を講ずるものとする。
①需要に応じた商品の販売、新事業展開の促進
 ②経営資源の有効な活用、人材育成・確保
 ③地域経済の活性化に資する事業活動の推進
 ④適切な支援体制の整備

基本計画（第１３条）
小規模企業の振興に関する施策の総合的かつ計画的な
推進を図るための基本計画の策定

小規模企業振興基本計画（第Ⅱ期）



（参考）小規模企業振興基本計画の変遷

⚫ 人口減少・高齢化、国内外の競争の激化、地域経済の低迷等の構造変化の進展が進む中、
事業を継続するためにも相当な努力が必要と認識。

⚫ 中小企業基本法の基本理念である「成長発展」のみならず、技術やノウハウの向上により、経営
者、家族等の生活を安定的に支える「事業の持続的発展」を振興の基本原則として位置づけ、
４つの目標と１０の重点施策を掲げた。

21

第Ⅰ期の基本計画（平成26年10月）

第Ⅱ期の基本計画（令和元年6月）

⚫ 多様な小規模事業者の増加や自然災害の多発・甚大化に伴う事業継続リスクが増大する中、
引き続き小規模事業者がその活力を最大限に発揮し、成長発展するのみならず、事業を継続し、
地域を支え続けることは、経済の好循環を全国津々浦々まで届けていくために必要不可欠と認
識。

⚫ 小規模事業者が地域経済や産業に与える質的な影響を踏まえた「機能」を育成・維持していくた
め、小規模事業者の持続的発展に加え、「地域の持続的発展」も重要要素として加えることで、
地域にとって必要な小規模事業者の支援に重点化する方向へと深化させていくことを目指し、４
つの目標と１２の重点施策を掲げた。

⚫ その際、商工会・商工会議所だけではなく、都道府県・市町村・支援機関・産業界との関係を強
化した支援体制の構築を目指すこととした。

第Ⅱ期の基本計画（令和元年6月）



22

⚫ 経営の向上を図るために新たな事業活動を行う「経営革新計画」の承認件数は年々
増加。承認を受けると、保証・融資の優遇措置等の支援を受けることも可能。

⚫ 同計画の作成を通じて経営革新を図る事例が創出されている。

（参考）基本計画（第Ⅱ期）の主な取組について
-目標１：需要を見据えた経営の促進- 

63,214 
68,372 

72,824 
78,147 

82,431 
90,835 

96,694 
101,264 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

図 経営革新計画の承認件数の推移（累計）

（件
）

（出典）経営革新計画承認件数（中企庁ＨＰ）より作成
（出典）2022年版 経営革新計画進め方ガイドブックより抜粋

(1)ビジネスプラン等に基づく経営の促進 (2)需要開拓に向けた支援
(3)新事業展開や高付加価値化の支援
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⚫ 産業競争力強化法に基づく市町村、商工会・商工会議所等による地域における創業
支援体制を整備し、創業支援事業による支援を実施。

⚫ 第Ⅱ期基本計画において、今後10年間程度を事業承継の集中実施期間として取組
を強化するとした中で、事業承継に関する事業承継・引継ぎ支援センターへの相談者
数及び成約件数については、過去最高を記録（令和５年度）。

（参考）基本計画（第Ⅱ期）の主な取組について
-目標２：新陳代謝の促進- 

図１ 創業支援等事業計画に基づく
創業支援事業による支援実績の推移

（出典）創業支援等事業計画の支援実績より中企庁作成

（人
）

創業支援等事業計画による支援者のうち創業者数の推移

図２ 事業承継・引継ぎ支援センターの支援実績

（注）令和３年度に事業承継ネットワークと統合
（出典）中小機構資料より中小企業庁作成

(4)多様な小規模事業者の支援 (5)起業・創業支援
(6)事業承継・円滑な廃業 (7)人材の確保・育成

創業支援等事業計画による
支援合計

（創業支援等事業計画のうち）

特定創業支援等事業による
支援合計

250 
994 

1,634 
2,894 

4,924 

6,292 

8,526 

11,477 
11,514 11,686 

20,841 

22,361 

23,722 

0 17 33 102 
209 

430 

687 

923 

1,176 
1,379 

2,557 

2,951 

3,581 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

相談件数（右軸） 成約件数（左軸）
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（参考）基本計画（第Ⅱ期）の主な取組について
-目標３：地域経済の活性化に資する事業活動の推進- 

⚫ 地域経済に波及効果のある事業として、地域力活用新事業創出支援事業により、
全国連・日商が各地の商工会・商工会議所等と連携し、ブランド化、海外展開、
EC販売、商品のPR等の全国的な販路開拓を支援。

⚫ 地域のコミュニティを支える事業として、地域商業機能複合化推進事業により、
地域の持続的発展を促進するため、まちづくり会社、商店街組合や民間事業者等の、
地域のニーズや新たな需要に対応するための取組を支援。

(8)地域経済に波及効果のある事業の推進
(9)地域のコミュニティを支える事業の推進

（出展の様子） （地域特産品等のPR）

事例１ 事例２ 下辰野商店街（長野県・辰野町）buyer’s room（全国商工会連合会）

○売場での取扱い決定権を有する現役バイヤー等と、各地の商工会
 が発掘した特産品等のビジネスマッチングの機会を創出。

○併せて、特産品の出品者不参加で実施する商品審査会を開催し、
 全国の約150の事業者の出品に対し、約80名のバイヤーが審査。

⇒出展者とバイヤーの間で約270件の商談を実現。また、優秀な事業
 者には経産大臣賞・中企庁長官賞を授与しており、イベント以降の
 売上向上にも貢献。

（出典）令和３年度地域商業機能複合化推進事業 活用事例より抜粋
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（参考）基本計画（第Ⅱ期）の主な取組について
-目標４：地域ぐるみで総力を挙げた支援体制の整備- 

⚫ 第Ⅱ期基本計画の策定に伴い措置された自治体連携型補助金による都道府県への支援を
通じ、地域の実情に応じた支援を実施。具体的には、地域における小規模事業者の売上増加
や予算額に対する費用対効果の観点から見て、顕著な値を示す事例が創出されている。

⚫ 中小企業・小規模企業者のBCP策定を促進するため、中小企業・小規模企業者が行う防災・
減災の事前対策に関する計画の認定制度や、これに紐付くインセンティブを措置。また、地方
公共団体や商工会・商工会議所等の関係機関が連携して、事業者に対する意識啓発や取組
の支援を行っている。

(10)国・地方公共団体・支援機関の連携強化とエコシステムの構築
(11)手続きの簡素化・施策情報の提供
(12)事業継続リスクへの対応能力の強化

事例 図 事業継続力強化計画の認定

（出典）令和元年度地方公共団体による小規模事業者支援事業 実績報告書を基に作成

自治体連携型補助金による支援実績
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商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律
（小規模事業者支援法）の概要

⚫ 小規模事業者支援法は、商工会及び商工会議所がその機能を活用して小規模事業
者の経営の改善発達を支援するための措置を講ずることにより、小規模事業者の経営
基盤の充実を図ることを目的としており、主に３つの施策（経営改善普及事業の補助、
事業継続力強化支援計画の認定、経営発達支援計画の認定）を規定。

経営改善普及事業に係る補助（第４条）

商工会・商工会議所等が実施する小規模事業者の経営の改善発達を支援する事業（経営改善普及事業）に必要な経費の

一部を国⼜は都道府県が補助

事業継続力強化支援計画の認定（第５条）
商工会⼜は商工会議所が市町村（特別区含む）と共同して行う、小規模事業者の事業継続力強化に係る支援事業（普及

啓発、指導助言、復旧支援等）に関する計画を都道府県が認定

経営発達支援計画の認定（第７条）
商工会⼜は商工会議所が市町村（特別区含む）と共同して行う、小規模事業者の技術の向上、新たな事業の分野の開拓そ

の他の小規模事業者の経営の発達に資するもの（経営状況分析、計画策定・実施、展示会等開催支援等）に関する計画を国
が認定

※ 事業継続力強化支援計画及び経営発達支援計画の策定及び実行を担保するため、一定の要件を満たす法定経営指導員
による関与を明記

主な措置内容
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経営改善普及事業の概要（小規模事業者支援法第４条）

⚫ 経営改善普及事業では、商工会・商工会議所等が小規模事業者の経営の改善発達
を支援する事業として、金融、税務、創業、経営革新、事業の円滑な承継等に関する
指導、あっせん等を実施。

⚫ 経営改善普及事業に要する経費（職員設置費、施設建設費等）については、
地方分権改革、三位一体改革により、段階的に都道府県へ移譲され、平成18年度
をもって完全移譲（一般財源化、普通交付税による措置）。

主として以下の各項目に掲げるもの

1. 金融、税務、経理、販売管理、労務、技術の改善、創業、経営の発達、経営革新、事業の円滑な承継⼜は事
業の継続が見込まれない場合の円滑な廃止その他各種制度（国の各府省庁、地方公共団体及び民間事業
者のものを含む。以下同じ。）も活用しつつ行う経営に関するきめ細かな指導、あっせん等

2. 小規模事業者の経営の改善発達に資する地域経済の活性化⼜は商工業の振興に関する事業の実施、協力
⼜は指導

3. 経営、技術、各種制度等に関する情報⼜は資料の収集及び提供

経営改善普及事業
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（参考）都道府県への移譲の経緯

⚫ 三位一体の改革等により、商工会・商工会議所の人件費・事業費が都道府県に財源移譲。

1. 各地の商工会・商工会議所が小規模事業者に対して経営相談・指導等を行う経営改善
普及事業は、従来、国と都道府県が1/2ずつ補助していたが、地方分権改革により
平成5～7年度に商工会・商工会議所の経営指導員の人件費が都道府県に税源移譲・
一般財源化。

2. 平成18年度の三位一体の改革で商工会・商工会議所の指導旅費、研修や施設建設
費等にかかる事業費に対する補助も税源移譲・一般財源化。

～平成４年度 平成５年度 平成６年度 平成７年度 平成８～９年度 平成１０年度
平成１１～１７年

度
平成１８年度

都道府県　１／２

　国　　　　１／５

全国団体

人件費

事業費

国　補助

事業費

都道府県　１／２

都道府県補助

国　　１／２

都道府県
商工会

国　　１／２

都道府県　１／２

都道府県補助

事業費

商工会・
商工会議所

都道府県　１／２

国　　１／２

都道府県補助

人件費

　国　　　　１／２

都道府県　３／５

　国　　　　２／５

都道府県　４／５
都道府県　補助人件費

商工会・商工会議所・都道府県
商工会の人件費・事業費は
都道府県の補助

全国団体（全国商工会連合会・
日本商工会議所）の人件費・事
業費は国の補助
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三位一体改革等以降の小規模事業対策予算（国・県・市町村）の推移

1,010 
940 913 888 870 878 888 881 880 903 886 891 896 914 863 859 858 
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220 
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0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

県補助金 市町村補助金 国補助金

平成27年度～
伴走型小規模事業者支援推進事業
（経営発達支援計画の実行経費を支援）

令和3年度～
事業環境変化対応支援事業
（経営相談体制強化等を支援）

（出典）全国連・日商調査データより中企庁で作成
※全国連は予算額、日商は決算額ベース

（億円）

1,3211,335

1,2811,217
1,1831,1721,165

1,329

1,151
1,1061,1111,0991,096

1,1401,143
1,168

1,249

⚫ 三位一体改革等により、都道府県に商工会・商工会議所の人件費等を完全移譲した後
は、都道府県の財源を基本としつつ、国及び市町村から事業費ベースで支援している。
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基準財政需要額と都道府県からの補助金額

⚫ 人口減少に伴い基準財政需要額が減少する中でも、商工会・商工会議所に対する
財源の配分割合は総じて大きく減少しているわけではないが、ＤＸ・ＧＸへの対応や
創業・事業承継の促進、災害時の支援など、対応すべき課題が複雑化・多様化する
ことにより経営指導員の業務が質・量ともに急増しており、結果として人件費等の
絶対額が不足。

30

（億円） （率）

（出典）全国連・日商調査データ等より中企庁で作成
※全国連は予算額、日商は決算額ベース

※基準財政需要額 ＝ 各項目に下記の算式により計算した額の合算額
単位費用（単価）× 測定単位（国勢調査人口等）× 補正係数（人口規模や人口密度によるコスト差等を反映）

905.4
862.7 851.5 842.7

799.2 783.0 769.7 764.1
712.6 713.2 717.8 729.0 733.6 749.0 752.6 765.7 758.7

1010.1

939.6
913.0

888.4 869.6 878.3 888.0 880.8 880.4
903.3 886.3 890.9 896.5 913.6

862.8 858.6 858.2
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⚫ 商工会・商工会議所の体制整備に向けた対応として、

 ①商工会・商工会議所の職員設置費、施設建設費等に要する経費として、地方
公共団体に対する所要の地方交付税の措置

 ②中小企業・地域経済政策説明会（令和5年4月開催）において、都道府県に
おける経営指導員の配置・予算配分に関する優良事例を共有

などを実施。

【定数型】
商工会地区は、小規模事業者数を問わず一定数の経営指導員が配置可能な定数管理※に変更。会議所地区は
令和8年度を目途に定数管理に変更予定。
※ 商工会地区では、現在、平成28年度経済センサス-活動調査の結果を基準に定数化

【最低定数保証型】
旧国基準では、小規模事業者数300人に対して、経営指導員1名の配置であったが、小規模事業者201名でも経
営指導員を2名配置可能とした。

【合併特例型】
合併により支所を設置している商工会等のうち、小規模事業者数が100名以上の支所には、各１名の経営指導員
を追加配置。

【業務量型】
経営指導員への人件費補助を廃止。単会に対し、個別の業務量に応じて業務遂行に必要な額（人件費、事業費
等）を補助する仕組みに変更。（業務量に応じて単会ごとに受け取る補助金額は異なる）

＜経営指導員の配置に関する取組事例＞

31
（出典）「中小企業・地域経済政策説明会（令和5年4月）」資料

商工会・商工会議所の体制整備



⚫ 商工会・商工会議所が小規模事業者の事業継続力を強化するための支援を行う
計画を、地域の防災を担う市町村と連携して作成し、都道府県知事が認定。

④支援

都道府県知事

②申請

③認定

小規模事業者
①計画作成

商工会・商工会議所／市町村
（共同作成）

＜計画記載事項＞
目標、内容及び実施期間、実施体制
必要な資金の額及びその調達方法
申請者以外との連携
情報提供と助言を行う法定経営指導員

①ハザードマップや全国地震動予測地図等を活用した、事業活動に影響を与える自然災害等のリスクの認識に向けた注意喚起

②損害保険の加入等の自然災害等が事業活動に与える影響の軽減に資する取組や対策の普及啓発、各種制度の情報の提供

③事業継続力強化計画、事業継続計画（BCP）の策定に関する指導及び助言

④事業継続力強化に取り組む小規模事業者に対するフォローアップ

⑤事業継続力強化に関する知見の共有

⑥自然災害等の被害状況の把握及び地方公共団体への報告、経営状況及び事業継続力強化の取組状況の確認

事業継続力強化支援事業の内容（告示第３の1）

【支援措置】
・中小企業信用保険法の特例
・中小機構の情報提供等の協力

32

計画の作成等にかかる経費を加味
して所要の普通交付税を措置

事業継続力強化支援計画の概要（小規模事業者支援法第５条）
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（参考）事業継続力強化支援計画の現状について

（件）
各計画の認定状況の推移 『事業継続力強化支援計画の申請ガイドライン』における独自の記載例

福井県
事前に大規模な被害の発生が想定される場合、SNS などを
活用して、支援機関から地区内事業者に対し、防災・減災に
向けた注意喚起

静岡県 防災アプリ「静岡県防災」の活用

愛知県
中小機構中部本部のアドバイザーによるBCP策定支援に関す
る経営指導員への研修

大阪府
経営強化法のBCPのみでなく、府の提供する簡易版BCP,損害
保険会社の提供するBCP様式による策定推奨

兵庫県
兵庫県警と連携したセミナー等サイバー攻撃の脅威や対策の
必要性の周知

高知県 県制度（優良取組認定制度、融資制度等）の周知

福岡県 商工会災害システムによる被害状況の報告を指定

5,920 

25,627 

40,427 

53,053 
62,802 

12.2%

35.3%

52.1%

61.7% 64.8%
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50,000

60,000

70,000

0.0%
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20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

事業継続力強化計画認定件数（個社）

事業継続力強化支援計画認定率（商工団体）

（出典）事業継続力強化計画承認件数（中企庁ＨＰ）等より作成

（注）事業継続力強化支援計画認定率＝認定商工団体／全商工団体

⚫ 事業継続力強化支援計画による取組を通じて、個社のBCP計画策定等を支援。

⚫ 商工会・商工会議所における事業継続力強化支援計画の認定率と個社による事業
継続力強化計画の認定件数は、いずれも増加傾向。

⚫ 告示で定められている６つの支援項目（リスクの認識に向けた注意喚起、影響の軽減
対策、BCP策定の指導・助言・フォローアップ等）以外で、追加的に独自の取組を
推奨する都道府県も存在。



⑤支援

経営発達支援計画

経済産業大臣

⚫ 商工会・商工会議所が地域の小規模事業者に対して行う、経営状況の分析や需要
開拓に寄与する事業等を行う計画を、市町村と共同で作成し、経済産業大臣が認定。

②申請

④認定

都道府県知事

③意見

①計画作成
商工会・商工会議所／市町村

（共同作成）

＜計画記載事項＞
目標、内容及び実施期間、実施体制
必要な資金の額及びその調達方法
申請者以外との連携
情報提供と助言を行う法定経営指導員

経営発達支援事業（小規模事業者の技術の向上、新たな事業の分野の開拓その他の小規模事業者の経営発達に特に資するもの）

①小規模事業者の経営資源の内容、財務内容その他経営の状況の分析

②小規模事業者が単独で⼜は共同して行う事業計画の策定にかかる指導及び助言並びに当該計画に従って行われる事業の実施に

必要な指導及び助言

③小規模事業者が販売する商品⼜は提供する役務の需要の動向及び地域の経済動向に関する情報の収集、整理、分析及び提供

④小規模事業者が販売する商品⼜は提供する役務に関する広報、商談会、展示会、即売会その他これらに類するものの開催その他

小規模事業者が販売する商品⼜は役務の需要の開拓に寄与する事業

経営発達支援計画の要件（法第7条第1項）

小規模事業者

【支援措置】
・中小企業信用保険法の特例
・中小機構の情報提供等の協力

34

計画の作成等にかかる経費を加
味して所要の普通交付税を措置

経営発達支援計画の概要（小規模事業者支援法第７条）
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（参考）経営発達支援計画の現状について

事例 経営革新計画策定支援の事例
【京都府精華町商工会（京都府）】

【概要】

事業計画策定セミナーの開催や、専門家による個別相談を

実施。また、事業計画策定支援先に対する計画実行支援とし

て、革新的な事業モデルを期待できる事業者に対しては、経営

革新計画の承認取得など各種法認定・認証の取得に対し、

関係機関との協力や指導を仰ぎながら支援策を活用し支援を

実施。

【成果】

上記策定支援を受け、経営革新計画の

承認を受けた小規模事業者において、当該

計画に基づく販路拡大等に取り組んだ結果、

売上高の向上に繋がった。

セミナー開催案内

図 各計画の認定状況の推移

⚫ 経営発達支援計画による取組を通じて、個社の経営革新計画の策定等を支援。商工会・
商工会議所における経営発達支援計画の認定率と個社による経営革新計画の承認件数は、
いずれも増加傾向。

⚫ 経営革新計画の策定支援を受けた小規模事業者においては、承認を受けた同計画に基づく
販路拡大等の取り組んだ結果、売上げの向上につながった事例も創出されている。今後、さらに
効果を高めていくために、効果検証を行い、計画の実効性を高めていくことが求められている。

63,214 68,372 72,824 78,147 82,431 
90,835 96,694 101,264 
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（件）

（出典）経営革新計画承認件数（中企庁ＨＰ）等より作成
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今後の検討に向けた論点

（１）日本経済・地域経済の現況や地域の実情、小規模事業者の特徴を
踏まえ、大企業でなく小規模事業者が果たす役割・意義は何か。

• 国内投資の拡大、高水準の賃上げの実現等、潮目の変化が生じており、長らく
停滞していた日本経済を反転させ、デフレマインドを変える絶好の機会

• 小規模事業者は、多様性があり、地域とのつながりが強く、意思決定が迅速である
一方で、経営資源に乏しく、事業環境変化に対して脆弱であるという特徴

（２）小規模企業振興基本法に基づく基本計画（経営支援の課題対応、人材
の確保・育成、起業・創業支援、事業承継・引継ぎ支援、地域経済・地域コミュニ

ティの活性化、価格転嫁対策等）の見直しを検討するにあたって、留意点・
課題は何か。

（３）商工会・商工会議所による小規模事業者支援法に基づく措置（経営
改善普及事業に係る補助、事業継続力強化支援計画の認定、経営発達支援

計画の認定）をより実効性の高い取組とするため、どのような見直しが
必要か。

（４）小規模事業者を支える商工会・商工会議所の組織体制の維持・
サービス向上のためには、今後どのような取組が必要か。


	スライド 1: 小規模事業者を取り巻く現状と課題について
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6: 小規模事業者の概要（業種割合）
	スライド 7: 地域の生活やコミュニティを支える小規模事業者
	スライド 8
	スライド 9: 小規模事業者を取り巻く環境（設備投資、賃上げ）
	スライド 10: 小規模事業者を取り巻く環境（国内・国産回帰、旅行消費、輸出）
	スライド 11: 小規模事業者を取り巻く環境（物価高、人手不足、価格転嫁）
	スライド 12
	スライド 13: 小規模事業者を支える支援機関
	スライド 14: 支援機関が抱える課題
	スライド 15: 支援機関同士の連携の必要性と現状
	スライド 16
	スライド 17: 中小・小規模事業者の4つの類型
	スライド 18: 小規模企業振興施策の全体像
	スライド 19: 時代背景と小規模企業振興施策の変遷
	スライド 20: 小規模企業振興基本法・小規模企業振興基本計画
	スライド 21: （参考）小規模企業振興基本計画の変遷
	スライド 22: （参考）基本計画（第Ⅱ期）の主な取組について 　-目標１：需要を見据えた経営の促進- 
	スライド 23: （参考）基本計画（第Ⅱ期）の主な取組について 　-目標２：新陳代謝の促進- 
	スライド 24: （参考）基本計画（第Ⅱ期）の主な取組について 　-目標３：地域経済の活性化に資する事業活動の推進- 
	スライド 25: （参考）基本計画（第Ⅱ期）の主な取組について 　-目標４：地域ぐるみで総力を挙げた支援体制の整備- 
	スライド 26: 商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律 （小規模事業者支援法）の概要
	スライド 27: 経営改善普及事業の概要（小規模事業者支援法第４条）
	スライド 28: （参考）都道府県への移譲の経緯
	スライド 29: 三位一体改革等以降の小規模事業対策予算（国・県・市町村）の推移
	スライド 30: 基準財政需要額と都道府県からの補助金額
	スライド 31
	スライド 32: 事業継続力強化支援計画の概要（小規模事業者支援法第５条）
	スライド 33: （参考）事業継続力強化支援計画の現状について
	スライド 34: 経営発達支援計画の概要（小規模事業者支援法第７条）
	スライド 35: （参考）経営発達支援計画の現状について
	スライド 36
	スライド 37: 今後の検討に向けた論点

